
 

 変化し続ける社会情勢に対応し町政運営を持続していくため、地域活動の支援や人権啓

発、または行政情報発信等により、町民と行政との連携を高め、協働のまちづくりを進め

ます。 

 

１ まちづくり参画と行政との連携  

◆ 「おおづまち議会だより」の発行（年４回）【議会事務局】 359万円  骨格 

 毎定例会の審議や一般質問の内容、傍聴者からの声などを掲載し、町議会の情報を分か

りやすくお届けします。 

 

◆ 議会会議録の作成・ホームページ公開【議会事務局】 313万円  骨格 

 作成した議会会議録のほか、議会の日程・結果、その他議会活動の情報などを公開して

います。 

 

◆ 議会の映像配信【議会事務局】 100万円  骨格  

 インターネットでの議会の映像配信により、町民にとってより身近な議会を目指しま

す。 

 

◆ 「広報おおづ」の発行（月１回発行）【総合政策課】 1,263万円  骨格 

 毎月１日に、町の行政情報を掲載した「広報おおづ」を発行し町内世帯に配布します。 

 

 

  

５．“つながり”と“安心”の持てるまち  
－町民活動・町政運営－ 



 

◆ 多様な媒体・手法による情報発信【総合政策課】 427万円  骨格 

ホームページやメール機能、またLINEなどのSNSを活用し、生活に役立つ行政情報や

観光情報、安心して暮らすための防災・防犯情報などを迅速、正確にお知らせします。 

 

■大津町ホームページ 

インターネット上で「大津町公式ホームページ」と検索するか、右のQR

コードを読み込んで接続してください。アプリも配信しています。 

 

■大津町公式LINE 

 登録方法：LINEの「ホーム」から友達追加マークを押し、「QRコード」

を選んで右のQRコードを読み込んでください。「大津町」のアカウントが

表示されたら、「追加」を押します。 

 

■からいもくん便り（大津町総合情報メール） 

登録方法：ozutown@gw.ansin-anzen.jp に空メールを送信してくださ

い（スマートフォンの場合は件名に任意の１文字「あ」などを入力して送

信）。 

 

◆ コミュニティ活動災害補償保険【総務課】 321万円  骨格 

町民が安心してコミュニティ活動を行うことを目的に、５名以上の共通の目的を持った

町民により自主的に組織された団体又は個人を対象とした保険です。 

対象活動の範囲は、町民団体等が行う継続的、計画的または公益性のある直接的活動

（ただし、政治、宗教、営利を目的とするものを除く。）などです。 

地域で実施する清掃活動や自主防災組織の見守り活動、地域で実施するグラウンドゴル

フなども対象です。 

【活動例】 

①社会福祉・社会奉仕活動 ②地域社会活動 

③青少年育成活動     ④社会教育活動（スポーツ団体の練習中の活動を含む） 

⑤町主催事業への参加、手伝い ⑥その他これらに類する事業又は活動 

 

 【補償内容】 

  町内に拠点を置く町民団体または町民個人が実施するコミュニティ活動中に偶然の事

故により次の事由に該当した場合、保険会社から保険金が支払われます。 

  ①当該活動に参加している個人（指導者を含む）が死亡、または障    

がいを被った場合 

  ②参加者または参加者以外の第三者の身体あるいは財物に損害を与

え、団体の主催者、責任者、指導者などが法律上の賠償責任を負

うことになった場合 

 



 

地域向け事業 ◆ 地域づくり活動支援事業【総合政策課】 400万円  骨格  

 地域住民が自分達で取り組む地域の特性を活かした地域づくり活動に対して、地域づく

り活動支援事業補助金を交付する事業です。 

活動の区分 補助率 補助限度額 

①生活環境の整備、美観の維持に関する活動 ３分の２以内  

 

30万円 

②安全・安心な地域づくりに関する活動 

③健康、福祉の充実に関する活動 

④文化活動、スポーツ振興に関する活動 

⑤地域の祭り、伝統文化の保存・継承に関する活動 

⑥地域活性化のための研修・意識啓発に関する活動 

⑦その他この事業の趣旨に適合すると認められる活動 

 

２分の１以内 

 

地域向け事業 ◆ 元気大津づくり活動事業「水水」【総合政策課】 90万円  骨格 

 町民が個人や団体で実施するボランティア活動や健康増進活動に対し、ポイント「水水

（みずみず）」を付与し支援する事業です。付与されたポイントは、個人の場合はゴミ袋

の交換や町総合体育館トレーニングジムの利用券に交換することが可能で、団体の場合は

ポイントに応じた助成金が交付されます。 

  



 

地域向け事業 ◆ まちづくり担い手育成事業【総合政策課】 90万円  骨格 

まちづくりの担い手となる人材を育成する経費に対し、補助金を交付することにより、

「夢と希望がかなう元気大津」の実現を目指す地域住民が自分達で取り組む地域の特性を

活かした地域づくり活動に対して、地域づくり活動支援事業補助金を交付する事業です。 

 

◆ 振興総合計画等策定支援事業【総合政策課】 1,300万円  骨格  

令和７年度で終了する振興総合計画を見直し、第７次大津町振興総合計画を策定する事

業です。大津町振興総合計画は、大津町をどのような「まち」にしていくのか、そのため

にどんな事をしていくのかを総合的・体系的にまとめた町の最上位計画で、福祉、都市計

画、環境といったすべての計画の羅針盤となる役割を持った計画です。改定は令和６・７

年度の２ヵ年間で実施します。 

 

◆ 地域おこし協力隊事業【総合政策課】 498万円  骨格 

地方に興味がある都市部の住民を受け入れて委嘱し、地域の活性化を図る事業です。主

に、地域の魅力発信など、情報発信分野において活動するための、報酬、活動費です。 

 

  

補助対象事業 補助対象経費 補助率及び補助限度額 補助対象者 

(1) 

まちづくり人

材育成先進地

研修事業 

交通費、宿泊費、車

両借上げ料、燃料

費、教材購入費、そ

の他事業実施に必要

な経費 

・ 補助率 対象経費の

10/10 

・ 補助限度額 １人５万円

かつ１団体30万円を限

度額とする 

(1)地域活動団体又はそ

の集合体（子ども会、

老人会等を含む） 

(2)まちづくり団体又は

その集合体 

(3)町の要請によって組

織された団体 

(2) 

まちづくり人

材育成研修講

師招へい事業 

講師謝礼金、交通

費、講師の宿泊費、

教材購入費、その他

事業実施に必要な経

費 

・ 補助率 対象経費の

10/10 

・ 補助限度額 講師謝礼金

は10万円を限度額、そ

の他は実費とし、補助限

度額は20万円とする 

(3) 

まちづくり団

体活動費補助

事業 

事業の実施に必要な 

経費ただし、人件費

や施設の運営費等は

対象外とする 

・ 補助率 対象経費の

5/10 

・ 補助限度額 30万円

（事業費は60万円） 

(2)まちづくり団体又は

その集合体 

(3)町の要請によって組

織された団体 



 

2 健全な行財政の運営  

◆ 役場の電算システムなどの運用経費【総合政策課・住民課】 １億8,034万円  

 骨格 拡充 

 役場の基幹業務や、住民票交付などの住民サービスを提供するための自治体情報システ

ム、住民基本台帳ネットワークシステム・戸籍総合システムの運用経費です。 

また、国が全国的に進める自治体情報システムの標準化・共通化やガバメントクラウド

にかかる経費もふくまれます。 

  

◆ コンビニ交付事業【住民課】 442万円  

 マイナンバーカードを活用し、コンビニエンスストアやイオン九州で証明書（住民票の

写し、印鑑証明書、住民票記載事項証明書、所得証明書、課税台帳記載事項証明書）が取

得できるコンビニ交付サービスを実施しています。 

 

【コンビニ交付サービスとは？】 

●利用店舗 全国のセブン­イレブン、ローソン、ファミリーマート、イオン九州 

●利用時間 6時30分～23時 ※一部店舗は営業時間内 

●利用方法 店舗に設置しているマルチコピー機にマイナンバーカードをかざして4ケタ

の暗証番号を入力し、手数料を支払うことで証明書が取得できます。 

●発行できる証明書 

証明書の種類 手数料 

住民票の写し(世帯全員・一部) 

300円 

住民票記載事項証明書(世帯全員・一部) 

印鑑登録証明書(本人分のみ) 

所得証明書(本人分のみ) 

課税台帳記載事項証明書(本人分のみ) 

 

  



 

◆ 戸籍の振り仮名通知業務【住民課】 659万円     

 戸籍法の改正により、戸籍に振り仮名が記載されるようになるため、戸籍に記載予定の

振り仮名の通知書作成等の経費、振り仮名の届出の受付に伴う人件費です。 

 

【戸籍の振り仮名通知業務とは？】 

戸籍法の改正により、戸籍に振り仮名が記載されることになるため、戸籍に記載予定の

振り仮名の通知書を作成して本人宛に送付します。振り仮名に間違いがあった場合、本人

からの届出が必要です。窓口、郵送、マイナポータルで届出が可能となっており、届出さ

れた正しい振り仮名を戸籍に記載する業務です。通知書に記載された振り仮名が正しい場

合は、届出をしなくても通知された振り仮名が戸籍に記載されます。 

皆さんにも令和7年8月（予定）から通知書を送付しますので、ご確認をお願いします！ 

 

 

◆ デジタル化を進めるための経費【総務課・総合政策課】 346万円  骨格 

 役場に来庁しなくてもパソコンやスマホから一部の行政手続きができるよう、オンライ

ン申請ツールを導入しています。 

また、移動型スマホ教室を開催し、デジタルに不慣れな方に、スマホの使い方やオンラ

イン手続きのサポートなど、町のＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進

し、住民サービスの向上に取り組んでいます。 

 

３ 人権を尊重する地域社会の形成  

◆ 人権対策・人権教育啓発事業【人権推進課】 3,104万円  骨格 

 人権尊重の社会を確立するため、関係機関と連携を図りながら、人権学習会や人権のま

ちづくり懇談会等の事業を実施し、人権啓発活動を行います。 

 

◆ 人権啓発福祉センター（隣保館・児童館）等の運営事業【人権推進課】  

3,421万円  骨格 

（隣保館）様々な人権問題の解決のため、町内の人権啓発や住民交流の拠点として、講座

や生活上の相談事業などを実施します。 

また、地域福祉の場として開かれたコミュニティセンター目指します。 

（児童館）子どもたちに健全な遊びを提供し、人権教育の視点から、

その心身の健康を増進し情緒を豊かにすることを目指し、各種イベン

トを実施します。 

 

  



 

◆ 男女共同参画推進事業【人権推進課】 181万円  骨格 

 性別などにかかわりなく、すべての人が互いにその人権を尊重し、あらゆる分野で個性

と能力を発揮できる男女共同参画社会を目指し、啓発講座や女性の働き方支援セミナーな

ど等の事業を実施します。町民および事業者等の理解を深め、協力連携をすることで、地

域に根ざした啓発推進を行います。 

 

 

 

 


